
 

ドクターヘリの安定・持続的運用への支援強化を求める意見書 

 

ドクターヘリは、道路事情に関係なく医師や看護師を乗せて時速 200キロで現場に急行

し、患者を機内で治療しながら医療機関に搬送できます。2001年の本格運航以来、これまで

全国 43道府県に 53機が配備されています。搬送件数も年々増加し、2018年度には 2万 9000

件を超えました。７月に九州地方を襲った豪雨被害でも出動しており、“空飛ぶ治療室”の役

割は着実に増しています。 

一方、ドクターヘリの要請・出動件数の増加に伴い、運航経費と公的支援との間に乖離が

生じています。出動件数の増加は、整備費や燃料代、さらにはスタッフの人件費などの経費

増に直結するため、事業者の財政的な負担は年々重くなっています。ドクターヘリの運航に

かかる費用の多くは国が交付金などで手当てしていますが、追い付いている状況にありませ

ん。 

そこで、文京区議会は、政府におかれては、全国におけるドクターヘリの運航状況を直視す

るとともに、ドクターヘリが、今後も救命救急の切り札として、安定的かつ持続的な運用の

下、引き続き多くの人命救助に貢献できるよう、下記の事項について早急に取り組むことを

強く求めます。 

 

記 

 

１ ドクターヘリ運航にかかる必要経費増加の実態をはじめ、地域ごとの年間飛行回数や時

間の違いを的確に把握し、適正かつ効率的な運用に見合う補助金の基準額を設定するこ

と。 

 

２ 消費税の増税に伴い運航事業者の財政的な負担が増大した現状を踏まえた適切な補助金

基準額の改善および予算措置を図ること。 

 

３ ドクターヘリ運航の待機時間や飛行前後の点検時間を含めた操縦士などスタッフの勤務

実態を的確に把握するとともに、適正な労働環境の確保を図ること。 

 

４ ドクターヘリ機体の突発的な不具合時における、代替機の提供や運航経費の減額など、

実質的に運航事業者に負担が強いられている現状を是正するとともに、安全基準に基づ

いた代替機提供責務の適正化を図ること。 

 

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出します。 

 

令和２年１０月１４日 

文京区議会議長 海老澤 敬子 

 

内閣総理大臣 菅 義偉 様 

厚生労働大臣 田村 憲久 様 



 

防災・減災・国土強靱化対策の継続・拡充を求める意見書 

 
現在、世界は異常な気候変動の影響を受け各国各地でその甚大な被害を被っています。我

が国でも、豪雨、河川の氾濫、土砂崩落、地震、高潮、暴風・波浪、豪雪など、自然災害の

頻発化・激甚化にさらされています。このような甚大な自然災害に事前から備え、国民の生

命・財産を守る防災・減災、国土強靱化は、一層その重要性を増しており、喫緊の課題とな

っています。 

こうした状況を受け、国においては、重要インフラの緊急点検や過去の災害から得られた

知見を踏まえ、国土強靱化を加速化・進化させていくことを目的に、「国土強靱化基本計

画」を改訂するとともに、重点化すべきプログラム等を推進するための「防災・減災、国土

強靱化のための３か年緊急対策」を策定し、集中的に取り組んでいるが、その期限が令和３

年３月末までとなっています。  

現状では、過去の最大を超える豪雨による河川の氾濫・堤防の決壊、山間部の土砂災害等

により多くの尊い命が奪われるなど、犠牲者は後を絶ちません。今後起こりうる大規模自然

災害の被害を最小限に抑え、迅速な復旧復興へとつながるよう「防災・減災、国土強靱化」

はより一層、十分な予算の安定的かつ継続的に確保が必須です。 

 よって、文京区議会は、国におかれては、下記の措置を講じられるよう強く要望します。 

 

 

記 

 

１. 令和２年度末期限の「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」については、

真に自治体や住民にとって必要となる対策が講じられるよう改善・拡充し、更なる延長

を行うこと。 

２. 地方自治体が国土強靱化地域計画に基づき実施する対策に必要な予算の総額確保を図る

こと。 

３. 災害復旧・災害関連予算の確保や補助対象の拡大を図るとともに、国土強靱化のための

財源を安定的に確保するための措置を講ずること。また、その配分に当たっては、社会

資本整備の遅れている地方に十分配慮すること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出します。 

 

令和２年１０月１４日 

 

文京区議会議長 海老澤 敬子 

内 閣 総 理 大 臣 菅 義偉 様 

財 務 大 臣 麻生 太郎 様 

総 務 大 臣 武田 良太 様 

国 土 交 通 大 臣 赤羽 一嘉 様 

内 閣 官 房 長 官 加藤 勝信 様 

内閣府特命担当大臣（防災） 

・国土強靭化担当大臣 小此木 八郎 様 

衆 議 院 議 長 大島 理森 様 

参 議 院 議 長 山東 昭子 様 

 

 



 

コンビニ交付サービスを活用した罹災証明書の交付を求める意見書 

 
 気候変動に伴う台風や豪雨等による大規模な水害などが近年頻発し、さらに激甚化する自

然災害に効果的・効率的に対応するため、情報通信技術（ICT）を活用した新たなサービスを

活用することが、社会基盤の構築のために重要です。さらに、新型コロナウイルス感染症の

影響により、災害と感染症に複合的に見舞われる事態が現実に起こりはじめ、今後、その深

刻度を増すことが懸念されるようになったことで、その重要性が一層高まっています。 

 各地方公共団体は、災害対策基本法第 90条の２に基づき、自然災害（風水害、地震、津波

等）などにより家屋などが破損した場合、その程度を判定し証明する罹災証明書を発行しな

ければなりませんが、その証明書の申請も交付も、現状は被災者が市町村の窓口に赴く必要

があります。災害時の移動は困難を極める上、地方においては役場まで車で数十分以上かか

る場合もあります。さらに災害時には役所窓口の人手不足も想定されることに加え、新型コ

ロナウイルス感染症の拡大防止の観点からも、クラスターを発生させないため、来庁者を減

らすことが重要です。 

 よって、文京区議会は、国におかれては、下記の措置を講じられるよう強く要望します。 

 

 

記 

 

１． 全国 5 万カ所以上のキオスク端末（マルチコピー機）が設置されたコンビニエンススト

アのコンビニ交付サービスを活用して罹災証明書を「交付」できるようにすること。 

２． マイナンバーを活用した罹災証明書のマイナポータル等での「申請」については、各地

方公共団体がその利用を希望すれば、申請はすぐに実施できる現状について、周知・徹

底を早急に行うこと。 

 

 

以上、地方自治法第 99条の規定により提出します。 

 

 

 令和２年１０月１４日 

 

文京区議会議長 海老澤 敬子 

 

 

 

内 閣 総 理 大 臣 菅 義偉 様 

財 務 大 臣 麻生 太郎 様 

総 務 大 臣 武田 良太 様 

内 閣 官 房 長 官 加藤 勝信 様 

内閣府特命担当大臣（防災） 小此木 八郎 様 


